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注：７１年選挙の各政党の議席数は，７３年の政党統合の結果を総合した。
出所：村嶋・萩原・岩崎編「ＡＳＥＡＮ諸国の政党政治」ｐ､４第１章の第１表
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なお100社を越える「国有企業体」があり，これらの職員にも，国家公務
員の地位が与えられている(9)。また，インドネシアの地方行政組織は，表
２のとおりである00)。
中央・地方行政組織における軍人の進出状況は，やや古い資料であるが，
表３によってその概要を知ることができる(M)。
中央・地方の行政組織における軍人の進出の中で注目されるのは，省庁
の局長級と次官・副大臣や州知事の７０％以上が軍人によって占められて
いることである。
また，国軍の機構と地方行政組織は，相互に密接な関連性を持っている。
1983～86年にかけて導入された国軍の機構では，その地方組織として１０
個の地域軍管区（Kodam）が置かれている。これらの地域軍管区はいく
つかの州を担当し，地域軍管区司令官の下には，いくつかの地方軍管区
(Kore、）があり，その担当区域は，州や旧理事州（Residency）に対応
している。地方軍管区の下には，県（Kabupaten）レベルに対応する地区
軍管区（Kodim）が置かれている。その下には，郡（Kecamatan）レベ
ルに対応する軍管区（Koramil）が置かれている。さらに，軍管区の下に
は，軍分区（Babinsa）が置かれて，－人の下士官が数名の兵士とともに
駐在し，村（デサ）レベルにおいて国軍を代表している。このような国軍
の地方組織は，後述する国軍の「領域管理」ドクトリンを具体化したもの
表２インドネシアの地方・村落行政組織
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表３国軍以外の任務に就いている軍人の数及びその占める割合
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１９７５月） 1980（１１月）番号・区分
中央政府
１．大臣（Ministers）
長官（HeadsHighStateInstitutions）
２．官房長（SecretaryGenerals）
３．監察局長（InspectersGeneral）
４．局長（DirectorsGeneral）
５．外局の長（Heads/ChiefsNondepartmental
Institutions） 
６．次官（MinisterialSecretaries）
副大臣（AssistantMinisters）
地方自治体／外交官
７．州知事（Governors）
８．県知事（Bupatis）
９．市長（Mayors）
10．大使（Ambassadors）
11．公使（Chargesdaffaires）
12,総領事（ConsulsGenerals）
13．国内領事（IndonesianConsuls）
その他の出向者
14．陸軍
15．海軍
１６空軍
17．警察
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注：％はポストの数に対する軍人の比率を示す。例えば局長（DirectorsGeneral）
にポストの数に疑問が持たれるケースがあるが，この種のデータは希少なので，
をそのまま引用した。
のよう
原資料
である('2)。また，地域軍管区司令官が州知事に，地区軍管区司令官が県知
事に，あるいは軍分区の長がルラー（村長）に横滑りすることも多く行わ
れている０３)。
さらに，国軍の二重機能原則は，このような「文官の職への軍人の任用」
や各種官庁への出向の外に，各州，県・市における「地方指導者協議会」
への参加によって具体化されている。これについては，1986年の大統領
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令による規定がある。「地方指導者協議会」は，「国家の安定と開発を地域
で実現・維持するための」州知事，県知事・市長と当該地域の郡その他の
政府機関幹部との間の「協議と調整のためのフォーラム」である（第１条)。
協議会を構成するのは，州（1級自治体）においては州知事，軍管区総司
令官又は国軍総司令官の指名する軍幹部，地方警察本部長および検事長の
４名，県・市（２級自治体）においては県知事・市長，軍地区司令官，警
察所長と検事正の４名である。現在，地方行政の重要課題の多くはこの協
議会の討議事項とされており，その承認なしには実施は不可能である。協
議会を構成する４名の内，軍（陸軍）と警察はともに国軍に属しており，
前述のように内務省を代表する州知事，県知事や市長もまた軍人であるこ
とが少なくない。すなわち，地方行政は，その最高の意思決定機構におい
て治安維持の観点から強い統制を受けているばかりか，実態としては軍の
支配下にあると言っても言い過ぎではないであろう(M)。
このように，インドネシアの地方行政には，国軍の二重機能原則の実際
の姿がもっとも顕著に現れている。以下では二重機能原則が形成されてき
た背景について見てみる。
2．国軍の二重機能原則形成の背景
(1)独立戦争と国軍の成立過程
インドネシアの国家建設は，1945年８月１７日のスカルノとハッタの独
立宣言によって始まった。しかし，1945年９月末には，連合軍としてイ
ギリス軍とオランダ軍が上陸したので，独立戦争が始まった。これに対し
て，まず，1945年１０月５日，旧オランダ王国インド陸軍（ＫNIL)('5)の
ウリップ・スモハルジョ少佐によって正規軍の国民防衛隊（TKR）が急
遅創設され，ウリップ少佐は参謀長となった(16)。この正規軍はその後，既
に設立されていた非正規軍を吸収していったが，これらの非正規軍は，そ
のほとんどが地域毎に設立されたものであった。１９４５年11月１２日，中
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央組織を建設するために師団長・連隊長による会議が招集され，政府との
調整なしに，第Ｖ師団長（ジャワのケドゥ及びバンジュマス地域）のスディ
ルマン大佐が最高司令官に選ばれた('7)。
兵士の供給源は，次のようなものであった。
もっとも大きな部分を占めるのは，国民が兵士となることを自発的に申
告するもので，正規軍に編入されるか，その後正規軍に編入される義勇軍
で戦った。彼らの多くは学生や生徒で，それに知識階級が含まれていた。
また，農民の多くは，ゲリラ戦地域の郷士防衛隊として戦った。
二番目の供給源は，旧日本軍のインドネシア人補助部隊（PETA）であ
る。1945年の時点で，ジャワに６６個大隊35,855人とバリに３個大隊1,626
人が残されていた。日本海軍の軍政下に置かれた東部インドネシアでは，
このような補助部隊は設立されなかった。ＰＥＴＡに加えて，ジャワに
24,873人，チモールに2,504人の兵補がいた。ＰＥＴＡでは，約７０人が大
隊長（大団長と呼ばれた)，約200人が中隊長（中団長)，約200人が小隊
長（小団長)，約2,000人が分隊長の地位にあった。また，約150人の将
校が，ゲリラ戦の訓練を受けていた。この中から，初代の国軍最高司令官
のスディルマン，スハルト，1962年から1965年に暗殺されるまで陸軍最
高司令官であったヤニのような著名な将軍が生まれている。
三番目の供給源は，旧オランダ植民地軍のＫＮＩＬである。ＫNILにおけ
るインドネシア人将校は少なく，最高の階級は少佐だったが，その教育レ
ベルが比較的高かったことから，ＫＮＩＬの少佐で初代の国軍参謀長となっ
たウリップ・スモハルジョのように国軍において重要な地位を占めた。ま
た，オランダのブレーダ陸軍士官学校を卒業した者の中には，後のヒダヤッ
ト，アブドゥル・カディール，モコギンタ，スルジョ・スリァルソなどの
将軍がいる。ブレーダ陸軍士官学校は，オランダがドイツに降伏した後に
バンドンに移され，そこで期間を短縮した将校教育が行われた。この課程
を卒業した者には，Ｔ．Ｂ．シマトゥパン，アブドゥル・ハリス・ナスティ
オン，カルタクスマ，アレックス・カウィラランなどの将軍がいる。
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ＫＮＩＬの部隊は，独立の達成まで，独立した部隊として戦っていた08)。
インドネシアの独立戦争は，最初に上陸した少数のオランダ人を含むイ
ギリス軍に対する抵抗によって開始された。1946年１１月に，イギリスの
仲介でジャワ（及びマドゥラ）とスマトラをインドネシア共和国の事実上
の領土として承認する協定（第一次協定）が締結されたことによって，イ
ギリス軍は撤退した。しかし，オランダ軍は，共和国領土における警察権
を主張し，これをインドネシア政府が拒否したことから，１９４７年７月２１
日，いわゆる第一次警察行動によってジャワとスマトラの共和国軍を攻撃
した。オランダは，７月３１日の国連の調停までに，中部ジャワのソロー
マディウンージョクジャカルタの三角地帯を占領した。今度は，国連安全
保障理事会の勧告を受けた米国が調停に乗り出し，1948年１月１９日に協
定（第二次協定）を成立させた。
この間，1947年５月５曰，それまでの国軍のＴＫＲの名称は，インドネ
シア国軍（TNI）に改称された。また，この時の会議において，スカルノ
大統領とハッタ副大統領の指揮の下に，国防大臣アミール・シャリフディ
ン，国軍最高司令官スディルマン，各軍種司令官と参謀長が決定され，こ
れにヒズポラ（イスラム)，ペシンド（社会党）などのさまざまな義勇軍
の代表者が加わった。また，1947年６月３日の大統領命令によって，ＴＮＩ
は，以下のような集団指揮機構を持つことになった('9)。
議長：国軍最高司令官スディルマン大将
議員：参謀長ウリップ・スモハルジョ中将
ムダ・ナジール海軍中将
空軍司令官スリャダルマ空軍准将
インドネシア共産党代表サキルマン
第二次協定は，オランダ占領地域から国軍を撤退させることが含まれて
いたが，国軍はより大きな安全を得たことから，第一次協定よりもインド
ネシアにとって有利であった。そして，占領地域における国民との協議を
保証したことから，シャリフディン首相は協定に調印した。しかし，それ
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にもかかわらず，協定に調印したことによって，シャリフディン内閣は倒
壊した。新しいハッタ内閣は，オランダが今度は経済封鎖を実行したにも
かかわらず，この協定を遵守することに努めた。ハッタ内閣は，まずマディ
ウンの共産党勢力の反乱を鎮圧しなければならなかったからである。マディ
ウン暴動による共和国の弱体化を利用して，オランダは，1948年１２月１９
日，第二次警察行動を起こし，ジョクジャカルタを攻撃した。オランダ軍
は，スカルノ大統領，ハッタ首相などの政治指導者のほとんどを逮捕した。
この時，国軍の指導者は一人も逮捕されなかった。そして，国軍の指導者
は，政治指導者が徹底抗戦を主張しながら，ゲリラ部隊に合流する可能性
があったにもかかわらず，逮捕されたことに償Ｉ慨した。このため，第一次
攻撃の後で整備された民間と国軍の間のゲリラ戦指導組織は解消され，国
軍が独自に政府の機能と行政を担当することになった(20)。
オランダは，第二次攻撃の対外的な影響を読み間違えた。インドのネー
ル首相を始めとするアジア各国，国連と米国は素早く反応した。特に，米
国は，インドネシアが独自にマディウンの共産勢力の反乱を鎮圧すること
ができたことから，オランダに対してマーシャル・プランからの除外をもっ
て圧力をかけ，改めて交渉に臨むように強制した。そして，1949年１２月
２７日，インドネシアの独立がオランダによって承認された(2')。
ゲリラ戦は，村落で戦われた。大規模な戦闘は，比較的少なかった。ゲ
リラ兵士は，村落から村落を移動し，最大でも大隊か中隊あるいは小隊規
模で戦った。食料は，住民から充分に手に入れることができた。多くの女
性がトラックでの兵岾活動に従事したり，市街への連絡やスパイ活動を行
い，あるいは看護婦や炊事婦などとして働いた。
政治家も部隊の指揮に参加した。最高政治指導部とは別に，中央戦闘事
務所（BiroPerdjuanganPusat）が設置され，正規軍の他に義勇軍の指
揮官と民間の政治家がその代表となった。各地の正規軍自体も，別に顧問
会議（DewanPenasehat）を設けて，義勇軍の指揮官をこれに参加させ
た。三番目の軍民協力組織は，個々のゲリラ戦が独立的に遂行される地域
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ごとに設定された地域防衛委員会である。その構成要員は，地域の住民の
代表，一人の将校と５人の政党代表である。
このような中で，国軍には，国民が独立戦争の担い手であり，国軍はそ
の先兵であるという自覚が生まれた。また，国民にとって，国軍は独立の
象徴以上のものであり，自らの政府を具体的に実感させるものであった。
さらに，国軍は，独立戦争において，国家の政治的な指導から比較的自
由に，また，政治指導者が逮捕された後はまったく独自に独立戦争を戦う
ことになった。そして，国軍は，ゲリラ戦の遂行地域で，地方の政治指導
者と協力し，自身に対する補給を含む戦争の遂行とその他一切の行政的活
動を行った。したがって，国軍は，西欧諸国の軍隊とは違って，単なる政
府の中立的な機関に止まることはなく，地方においては常に諸政党やジャ
カルタの中央政府を上回る大きな政治的権力を握っていた(22)。
(2)国内の反乱と国軍内部の対立
1949～57年の議会制民主主義の時代，国軍は，政党政治に不満を抱き
ながらも，議会制民主主義に||頂応した時代である。しかしながら，国軍の
不満は，1952年１０月１７日のいわゆる「１０月１７日事件」となって現れ，
国軍が武力を背景に大統領と議会を威圧するという事態が生起した。また，
独立戦争後に残されたまだ充分に統一されていない各地の軍隊による地方
の反乱が続発した。「１０月１７日事件」は，議会制民主主義に対する不満
を表明した国軍の一部による一種のクーデター（ハーフ・クーと呼ばれ
る(23)）であったが，明らかに多くの国民の支持を得られるものではなかっ
た。また，各地の国軍部隊による反乱は，国軍と国家の統一の危機を招い
た。
1948年９月の共産党によるマディウンの反乱は，新しい共和国と国軍
にとって大きな試練となった。約25,000人の反政府軍の勢力は，当時こ
の地域に配置されていた正規軍の約３分の１に達した。反乱が完全に鎮圧
される前に，この混乱を利用してオランダ軍の第二次攻勢が行われたが，
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それによって個々の共産軍と政府軍との間に停戦が成立し，共産軍はオラ
ンダ軍に対して戦うことになった。それによって，暴動への参加者には後
で恩赦が与えられた。また，オランダ軍は，ハッタ首相に対して政府に忠
実な軍隊とともに反乱を鎮圧することを提案したが，ハッタ首相はこれを
拒否した。それによって，スカルノ／ハッタ政府は，独自の力で共産勢力
の反乱を鎮圧して政権の基盤の強固さを国連や特に米国に印象付けること
ができた(24)。
その一方で，国軍は，イスラム極右勢力のダルル・イスラムとの戦闘に
直面した。この戦闘においては，ゲリラ戦ではなく，対ゲリラ戦という新
しい戦略が必要となった。1948年１月１７日の第二次協定によって，国軍
は，西ジャワから撤退することが義務付けられた。国軍は，オランダ軍が
単に主要な道路や都市を支配しているだけなのに対して，この地域の大部
分を支配していたのでこの協定には不満であったが，これに従った。しか
し，イスラム勢力のヒズポラの部隊は，協定を無視し，正規軍が西ジャワ
から撤退した後に，彼らを支持する村落を占領した。そして，1949年８
月７日，力ルトスウィリョ（Ｓ・Ｍ､Kartsuwirjo）は，インドネシア・イ
スラム国家の成立を宣言した(25)。
西ジャワの正規軍は，共産勢力の反乱を鎮圧したばかりのマディウンに
対するオランダ軍の第二次攻勢によって，オランダ軍とイスラム反政府軍
に対する二正面作戦を強いられることになった。イスラム反政府軍は，シ
リワンギ師団の部隊を攻撃し，２個中隊が犠牲になった。しかし，正規軍
は，主敵であるオランダ軍との戦闘を重視し，ダルル・イスラム部隊に対
しては防勢をとらざるを得なかった。それに加えて，正規軍は，ゲリラ戦
の経験はあったが，対ゲリラ戦の経験はなかった。シリヮンギ師団の将校
は，西ジャワの正統派イスラム系住民に支援された反乱を鎮圧するために
は，よく訓練された１００万人の軍隊が必要であると見積もった。また，国
軍には，マシュミ党のダルル・イスラム派の支持者に対して，共和国への
支持を回復することが要求されたので，純粋な軍事行動によって勝利した
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としても，それによって住民の政治的な支持を失うことは避けなければな
らなかった(26)。
力ルトスウィリョの反乱に続いて，1952年には南スラウェシでカハル・
ムザカル（KaharMuzakkar)，1953年には北部スマトラのアチェでダウ
ド・ブルゥ（DaudBeureueh）が，ダルル・イスラム運動と称してイス
ラム国家建設の武力闘争に訴えた。この内，スラウェシの反乱は，指導者
のカハル・ムザカルが1965年に戦死するまで続いた(27)。
これらのダルル・イスラム運動による反乱をイスラム国家建設運動とし
てひとまとめにすることは，適切ではない。正統派イスラム教徒（サント
リ）によるイスラム国家建設の主張は，日本軍政下の独立準備委員会でも
議論されており，名目上のイスラム教徒（アバンガン）とは，対立関係に
はあったが，独立という目標は一致していたので，対話は可能であった。
独立宣言後にこの対話が不可能になったのは，1945年憲法でイスラム
教が特別扱いをされなかったことに起因している。力ルトスウィリョは，
イスラム法が国政に反映されないことを不満としてダルル・イスラム運動
に訴えたのである。アチェやスラウェシの場合は，これに加えて，地方に
自治権を与えようとしないジャワ人支配の中央政府に対する不満が，ダル
ル・イスラム運動という形をとったといえる(28)ｄ
革命・独立戦争の間，オランダ軍との戦闘の一方で，このような共産勢
力と極右イスラム勢力の反乱に対する戦闘を通じて，国軍には，国家の統
一の守護者であるという理念が生まれた。また，これは，左翼（PKI）で
あれ，右翼（ダルル・イスラム）であれ，国家の統一を危うくする勢力に
対する国軍指導者の強い反感を生み出した。
ジェンキンス（DavidJenkins）は，国軍におけるサントリとアバンガ
ンの対立について，マクベイ（RuthMacVey）の言葉を引用して次のよ
うに述べている(29)。
イスラム勢力の反乱に対する長い間の戦闘を通じて，国軍では，イス
インドネシア国軍の二重機能原則とその形成過程 265 
ラム武装勢力に対する強い不信の伝統が生まれた。そして，多くのジャ
ワ出身の将校の間には，世俗的なイスラム教に対する確信が強まり，イ
スラム過激派に対する反発が強められた。このような結果として，近代
的な専門職業軍隊では普通に見られる世俗化の傾向は，インドネシアの
場合特に顕著なものになり，サントリの将校は，次第に少数派となって
いった。
一方，インドネシアの独立に関する「ハーグ円卓会議」の間にも，戦闘
を遂行した各種のグループや軍人と交渉に当たった政治家の間には，意見
の対立があった。軍人達にとって，独立の条件はあまりにも不満足なもの
であった。例えば，インドネシア国家の体制は，オランダに有利な１６に
分かれた外領諸国との連邦制であり，西イリアンの地位については，今後
の交渉にまかされることになったからである(30)。
この時期には，戦闘の終結によって，ゲリラ戦士の集団である国軍の役
割に関する国軍内部の意見の対立が表面化することになった。すなわち，
国軍の一部が議会に対する不満を直接の軍事行動によって表明した「10月
１７日事件」である。この事件は，1952年１０月１７日，当時陸軍の大統領
連絡官であったムストポ（Musutopo）中佐が組織した反政府デモであり，
国軍将校によって集められた約３万人の学生や労働者が，議会の解散を求
めて大統領宮殿前で気勢を挙げた事件である。スカルノは，宮殿から出て，
即興で素晴らしい演説を行い，デモ隊を沈静化させる一方で，独裁者とな
ることはできないとして議会の解散は拒否し，その後デモ隊を解散させた。
大統領の演説の間，２両の戦車と３門の火砲の砲口が宮殿に向けられてい
た。また，この事件の背景には，ＰＥＴＡ出身の将校とKNIＬ出身との将
校との間の対立があった(３１)。
独立後，国軍最高司令官のスディルマン大将とその参謀長のウリップ大
将は，それぞれ1949年と1950年にあいついで死去したので，国軍の新し
い指導部には，若いシマトゥパン（国軍最高司令官）とナスチオン（陸軍
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参謀長）が就任し，国軍を地方政治から分離し，大幅な削減を実行するな
どの近代化計画を推進することになった。しかし，ナスチオンは，この事
件の余波を受けて予備役に編入されてしまう。その後，国軍の指導部は，
政党政治の影響によって混乱するが，国軍の統一を回復するため，ナスチ
オンは，陸軍の他の将校たちの推挙によって，３年後に再び陸軍参謀長に
返り咲く。また，彼は，この３年間の予備役編入の間に，広範な軍事政策
に関する研究を取りまとめ，最初の著書を出版した(32)。
(3)議会制民主主義時代の政治・経済の混乱
独立当初のインドネシア連邦共和国は，１９５０年８月，単一共和制にな
り，憲法もインドネシア共和国暫定憲法に改定された。この憲法では，大
統領が組閣者を指名し，その推薦を得て閣僚を決定することとされた。ま
た，大統領と国民議会との関係は言及されていないが，直接選挙で選ばれ
た国民議会が，国家機関の一つとされ，立法権をもつことになった。そし
て，９月に，旧連邦構成国の代表者が加入した単一の議会が実現した。
1957年３月に戒厳令が施行されるまで（公式には1959年７月にスカルノ
が1945年憲法への復帰の大統領令を出すまで）のこの時期は，「議会制民
主主義」の時代と呼ばれている(33)。
独立の当初，いかなる政治体制をとるべきかをめぐって政党間に深刻な
対立があり，中央政府は，政党のめまぐるしい合従連衡によって，成立し
ても平均１年で倒れていった。しかも，中央政府が政策を決定し，実行し
ようとしても，これを強制する力，資金や行政機構もなかった。そして，
1955年には，最初の総選挙が行われるが，この選挙結果によって，議会
制民主主義体制はさらに混乱し，遂には行き詰まってしまう。その理由は，
人口に恵まれたジャワの利益が人口の少ない「外領」の利益より以上に議
会に反映され，資源のないジャワの利益が資源に恵まれた「外領」の利益
を犠牲にして優先されることになったからである。もう一つの理由は，そ
れまで主として中央と地方のエリートの間に限られていた国民主義，イス
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ラム主義，共産主義のイデオロギーの対立が，選挙を通じて社会全体に拡
大して政治的混乱をさらに拡大させたことであった(3ｲ)。
このような政治的な混乱の一方で，独立とともに始まったインドネシア
の経済建設も，大きな困難を経験した。インドネシアの経済開発への取り
組みは，独立戦争によって他のアジア各国と比べて５年の遅れがあった。
また，戦争中の生産手段の破壊・劣化人材の喪失などを考慮すれば，隣
接諸国よりもかなり低い水準から出発したと推定される。さらに，この時
点では，オランダを始めとする欧米資本は，依然として農園，鉱山，大規
模製造業，銀行，貿易などの部門の企業を支配し，特にオランダ企業は，
ハーグ円卓協定に基づいて，戦前と同じ権益を享受し，企業経営，利益の
本国送金許可などの例外的特別待遇に擁護されて事業活動を行っていた。
また一方，中小製造業と国内商業は，主として華人の手中にあった(35)。
1950年代は，これらの欧米人や華人の企業活動に対して，プリブミ(鋼）
による支配を確立してゆこうとした時期であった。政府は，①プリブミ企
業家の育成，②植民地時代からの欧米系資本企業のインドネシア化，③国
家資本による新規企業の設立，によってこの政策課題と取り組んだ。
1950年代前半，歴代内閣はさまざまな経済開発計画を策定したが，そ
れらの中核にはプリブミ企業家育成政策があった。このため，ベンテン計
画(37)などで多くの特典を与えて多数のプリブミ企業家を育成しようとし
たが，その成果は目標から程遠いものであった。このため，1950年代の
後半の５か年計画（1956～60年）では，この失敗を教訓として，企業家
に直接資金を提供するような政策は廃止し，私企業は自助努力にまかせ，
政府は公企業の発展に努力を傾注するように方向を転換した(38)。
しかし，これらの政策は，その適否よりも，国内の政治的混乱によって
成果を挙げることができなかった。すなわち，短命な内閣がそれぞれ経済
開発計画を立案したが，資金難・人材難と後継の内閣がこれらの計画を引
き継ぐことをしなかったことなどから，成果を生むことがほとんどなかっ
た(39)。
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オランダをはじめとする欧米企業のインドネシア化は，当初は対価を支
払って国際法に準拠して実施されたが，その数は少数にとどまった。しか
し，1957年11月，西イリアン（イリアンジャヤ）のインドネシアへの帰
属に関する勧告決議案が国連総会で否決されると，これに抗議する労組員
らがオランダ企業やその他の資産を接収・占拠する行動に出て，１９５８年
には政府がこれを追認する形でオランダ企業の国有化方針を決定した。こ
れによって，オランダ資本企業・資産のインドネシア化の目標が達成され
たが，排除されたオランダ人の役割をプリブミが十分に果たすことができ
ず，各事業所は操業率の低下に悩まされた。特に，島喚問海上輸送の８０
％を担っていた海運会社ＫＰＭがシンガポールに逃走したことによって，
外領地域への生活物資の輸送が困難になったばかりか，外領地域の輸出用
現金作物の滞貨が起った。そして，このような混乱は，財政難や輸出額の
減少という形でインドネシア経済に跳ね返った(40)。
この結果，マクロ経済は，朝鮮戦争ブームの時期を除いて低迷し，特に
1958年，地方の反乱とオランダ企業の接収の影響によって，マイナス３．４
％の記録的な落ち込みとなった。また，１９５５年以降高まっていた消費者
物価上昇率は，その後高水準を続けた。このインフレの中で，政府は，為
替レートの切下げがさらに物価を押し上げることを嫌って為替レートの調
整を忌避したため，公式レートと実勢レートの間に大幅な乖離が生じた。
為替は厳格に管理されていたので，輸出者は輸出代金を著しく不利なレー
トで換算されたルピアでしか受け取れず，特に北スラウェシ，北スマトラ，
アチェ，南スマトラなどの主要輸出州で不満が募った。これは，実際の受
取額が少ないことに加えて，地方輸出州が輸出で稼得した外貨の大部分を
中央のジャワで消費してしまうという不公平感のゆえであった。１９５６年
になると，これらの地方の軍隊が公然と密輸に手を染めたり，中央に対し
て反旗を翻すような動きが表面化し，遂に1958年には，西スマトラと北
スラウェシで軍隊の反乱が生起するまでにいたった(細)。
このような不安定な状況が続く中で，スカルノ大統領は，議会制民主主
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義下の政党政治に見切りをつけ，1959年７月，５０年から施行されてきた
1950年暫定憲法を停止し，1945年憲法への復帰を宣言した。それによっ
て，いわゆる「指導される民主主義」時代に九ることになる。
3．国軍の二重機能原則の形成
これまでに見たように，ゲリラ戦によって独立の達成に貢献した国軍将
校の間には，独特な共通の意識が形成された。ジェンキンスは，独立・革
命戦争の時代の国軍について次のように述べている(42)。
この時期には，まだ明確なイデオロギーは形成されていなかったが，
1945～49年にわたる革命の時代，陸軍の指揮官の間には，インドネシ
ア国軍が政治家によってではなく，インドネシア国民によって形成され
たという強い建軍の精神が芽生えた。特に重要なことは，（政治指導者
が降伏した時にさえ）国民とともに戦い続け，幅広い「文官の」機能も
果たしたという自覚によって，国軍が軍事以外の民間のさまざまな役割
を遂行することが正当化されるというアイデアが形成されたことである。
また，クラウチ（HaroldCrouch）は，次のように述べている(４３)。
インドネシア国軍は，以前から自らを非政治的な組織とはまったく考
えていなかったという点で，政治権力を獲得した他の大部分の軍隊とは
異なっている。国軍がオランダの植民地支配に対して戦うためのゲリラ
部隊として発足した当初から新秩序の下で権力を確立するまでの間，国
軍の将校は，常に政治的な問題に関心を持ち，その大部分の期間に重要
な政治的役割を積極的に果たした。オランダの支配に対する民族主義的
な抵抗に没頭している問に，大部分の将校は，彼らの意見が独立後の政
治的な問題にも引き続き反映されるべきであると考えた。
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このように，独立・革命戦争間における経験によって，国軍の二重機能
原則の原点となる思想が形成されていった。そして，その後の議会制民主
主義の時代には，ダルル・イスラム運動や共産勢力による各地の反乱が多
発し，これに対して1957年３月１５日に戒厳令が施行されると，国軍は，
戒厳令執行機関として，地方の反乱を武力によって鎮圧するとともに，混
乱した地方政治の秩序の回復に当たることになった。戒厳令は，1963年５
月１日に西イリアンの施政権がインドネシアに移管されると解除されたが，
この間に，国軍の軍事以外の分野の活動は，著しく拡大された。
このような混乱を収拾する方策として，1959年７月，スカルノ大統領は，
国軍とインドネシア国民党の支持によって1950年暫定憲法の停止と１９４５
年憲法への復帰，制憲議会の停止，暫定国民協議会の設置などを宣言した。
1945年憲法への復帰には，1945年憲法が大統領の強力な権限を保証して
いる外，大統領の選出と国策大綱を定めるＭＰＲの構成メンバーとして
｢機能集団：GolonganFungsionil」というカテゴリーを認めていること
に意味がある。すなわち，機能集団には国軍も含まれると解釈されるから
である。これが，国軍の二重機能の国政レベルでの制度化であることはい
うまでもない(44)。
このように，西欧型の議会制民主主義政治の破綻による国内政治の混乱
の中で，国軍の政治への関与が事実として拡大されていった。さらに，９．
３０事件によって，指導される民主主義時代に国軍と勢力を分け合ってい
た共産党勢力は一掃された。
したがって，このような経験を通じて，国軍の中には，自らが国家統一
の保護者であるという意識や，議会制民主主義時代の政党政治による政治・
経済の混乱から自ら政治に関与すべきであるという確信が生まれたという
ことができるであろう。それと同時に，クーデターや反乱をもたらした国
軍内部の対立を解消し，国軍の統一を可能にするような共通のアイデンティ
ティーや国防のための軍事ドクトリンを確立する必要性が生まれた。
このような背景の下に，この時期の長期間にわたって陸軍参謀長であっ
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たナスチオンは，「ゲリラ戦」という著書を出版し，国軍の「中道路線」
構想を提唱した。そして，これらを発展させる形で「領域戦」ドクトリン
と国軍の二重機能原則が形成されることになる。,その後，領域戦ドクトリ
ンは国軍の公式の軍事ドクトリンとして採用され，また，領域戦ドクトリ
ンと中道路線から生まれた二重機能原則も同様に国軍によって正式に採用
された。以下では，「領域戦」ドクトリンと「中道路線」構想の概念と，
これらのドクトリンや構想から二重機能原則が形成されてゆく過程を考察
する。
(1)「領域戦」ドクトリン
ナスチオンの中道路線構想は，彼の長年にわたる軍事政策上の研究がそ
の背景となっている。すなわち，ナスチオンは，予備役に編入されていた
1952年から５５年までの３年間に，最初の軍事政策に関する著書を出版
し(45)，その後「ゲリラ戦」という彼のもっとも有名な著書を出版してい
る(ｲ6)。これは，独立戦争間のゲリラ戦における自らの体験に基づくもので
あり，ゲリラ戦の軍事ドクトリンを国民の政治的な指導と結び付けている
ことから，二重機能原則の理論的な背景を提供するものと見なすことがで
きる。
「ゲリラ戦」に見られる彼の思想は，以下のような彼の言葉に現れてい
る(47)。
現代戦は全体戦であり，政治的，経済的，社会的及び心理的な全正面
で敵の攻撃に対して防衛し，これを排除できるほどの充分な強さを持た
なければ，軍隊は戦争に勝利することはできない。……したがって，戦
争における指導者は，軍事的な指揮官であるばかりでなく，全体的な国
民的運動の指導者でもなければならない。戦争の科学は，戦略・戦術や
兵岾のような軍事科学のみでなく，軍事政策，政治，心理学や国民経済
学を含んでいる。また，戦争の分野には，軍事行動ばかりでなく，政治
272 
や経済の分野の活動が包含されている。したがって，戦争における指導
者は，軍事行動に関してばかりでなく，他の分野での活動も指導しなけ
ればならない。すなわち，指導者は，軍事的な能力ばかりでなく，政治
や経済に関する知識も持たなければならない。
……敵と戦うのは，軍隊だけでなく，国民である。宣戦を布告し，講
和を結び，軍隊を建設するのは国民である。軍事的指導者は，このこと
を常に考慮しなければならない。軍事指導者は，国民の先兵であり，国
民によって指導される。したがって，今日の軍隊は，国民の軍隊であっ
て，決して国民から分離されたものであってはならない。
ナスチオンは，このような規定によって，インドネシアの社会における
軍隊の役割に関する結論を導き出した。しかし，これが書かれた1953年
の時点では，1945年憲法によって革命・独立戦争時代には確立されてい
た大統領の強力な権限は，議会制民主主義を規定した１９５０年憲法によっ
て放棄されてしまっていた。すなわち，これは，ナスチオンが最初に行っ
た1945年憲法への復帰のための弁護であった。彼は，議会制民主主義体
制によって国民の強力な指導が危険にさらされ，したがってゲリラ戦の基
盤が崩壊したと考えた。そして，彼は，1959年７月の1945年憲法への復
帰の大統領宣言によって初めてこれを実現することができたのである(48)。
ナスチオンは，インドネシアに対する外部からの攻撃の危険`性は，国内
が敵の侵略を誘発するような状況に陥った場合にのみ生起すると考えた。
また，彼は，今後10～１５年間にわたって強力な海軍と空軍の建設は不可
能であり，全面的なゲリラ戦による地上戦によってのみインドネシアの防
衛が可能であると見ていた。このため，彼は，ゲリラ戦における軍事指導
者が政治に関与し，平和時から良好な国内政治の維持に配慮すべきことを
強調している(ｲ9)。
その一方で，インドネシアでは，地方における反乱や暴動が多発したこ
とを考えれば，ゲリラ戦の他に対ゲリラ戦への対応が必要なことは明らか
インドネシア国軍の二重機能原則とその形成過程 273 
である。このため，ナスチオンは，「ゲリラ戦」の中で，対ゲリラ戦につ
いて，次のように述べている(50)０
対ゲリラ戦略における主要な目標は，住民とゲリラ部隊の間に模を打
ち込み，ゲリラ部隊を駆逐することにある。この原則によってのみ肌対
ゲリラ作戦は成果を収めることができる。個々のゲリラ部隊の撃破は，
低い目標に止まる。もっとも重要な問題は，国民により良いイデオロギー，
あるいは少なくとも国民により良い運命をもたらすことができるかどう
かである。
また，この本の結論において，ナスチオンは，兵士の政治的立場につい
て明確にしている。彼は，この中で，西欧の軍隊が歴史上そうであったよ
うに，軍隊が政府の単なる道具であり，政治に関与しないことが正しいこ
とかどうか疑問を発している。そして，彼は，「インドネシアの独立戦争
の性格によって，その軍隊には，インドネシア国民に対する特別な機能と
地位が与えられた。全面的な国民戦争としてのゲリラ戦の構想では，将来
にわたってこのことが適用される」と述べている(51)。これらの主張は，後
述の中道路線構想の原点となっている。
この「ゲリラ戦」の中に示されている思想は，純粋に軍事的な国土の防
衛のための指針というよりは，インドネシアの独特な軍民関係を規定する
ものであり，公共のあらゆる分野において国軍が重要な役割を果たすこと
を正当化するもの，ということができる。この中では，国民の支援は，ゲ
リラ戦ばかりでなく国内の反乱に対する防衛のためにも重要な前提条件と
なるので，インドネシア政府は，政治の安定，経済の繁栄と社会の公正を
国民に提供できなければならないとされている。また，国軍は，議会制民
主主義の時代にはこの三つの条件が満たされないと考え，指導民主主義の
時代に至って，社会のあらゆるレベルにおいて軍と民が統合された特殊な
行政機構を構築することに自ら乗り出した，とみることができよう(鑓)｡～
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インドネシアの独自の軍事ドクトリンを策定するために，１９６１年，バ
ンドンの陸軍指揮幕僚学校（SESKOAD）において国軍のセミナーが開
催され，「領域戦」（PerangWilajah）ドクトリンとこれを補完する地域
の指導や管理のための「領域管理」（PembinaanWilajah）ドクトリンが
国軍の公式の軍事ドクトリンとして承認された。また，１９６１年３月，領
域戦ドクトリンを発展させ，教育・普及することを任務とする機関が国軍
の中に設立された(53)。
(2)ナスチオンの「中道路線」
1958年１１月１１日，ナスチオンは，マゲランに新設された士官学校の
卒業式において，社会における国軍の地位に関する以下のような演説を
行った(54)。
国軍は，西欧諸国の軍隊のように，単なる「政府の道具」ではない。
また，ラテンアメリカ諸国のように，政治的な権力を独占するものでも
ない。国軍は，他の勢力，例えば政党と協力して国民とともに独立戦争
を戦った一つの勢力である。国軍は，それ自体として政治的に動機付け
られているわけではないが，単なる傍観者でもない。個々の将校には，
国家の発展に参加する機会が与えられなければならない。また，将校に
は，政府の最高のレベルにおける経済，財政，外交その他のあらゆる意
思決定に参加することが認められなければならない。したがって，彼ら
は，既に実行されているように国民協議会や内閣ばかりでなく，国家計
画委員会，外交団，国会その他のあらゆる政府機関に地位を与えられな
ければならない。もし，これが実現されない場合，国軍は，このような
国軍将校への差別に対して，実力をもって対応するであろう。
レフ（DanielSLev）は，この当時のナスチオンの関心について，■政
党，特にますます強力になるＰＫＩがこのまま維持される場合，意思決定
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における国軍の影響力を引き続き維持することが危険にさらされることに
あったと述べている。しかしながら，問題点は，戒厳令が一時的なもので，
しかも攻撃にさらされていることであった。したがって，国家の指導への
国軍の永久的な参加を可能にするために，ナスチオンは，国軍の新しい明
示的な政治的地位を要求したのである(55)。
1959～６５年の間，国軍の指導者は，非軍事分野における彼らの地位を
拡大するとともに防護した。そして，中道路線構想は，社会における国軍
の役割を引き続き正当化するために使われた。しかし，スカルノは，１９６２
年の中頃，ナスチオンを追い落とすことに成功し，新しい陸軍参謀長にヤ
ニ（AchmadYani）大将を指名した。したがって，スヮルト（Suwarto）
准将の下のバンドンの指揮幕僚学校（SESKOAD）で策定され，1965年４
月の国軍のセミナーにおいて承認された中道路線構想に基づく国軍のドク
トリンとしての「三つの聖なる誓い」（TriUbayaCakti）は，スカルノ
派のイメージとイデオロギーを強く反映したものとなった(56)。
しかしながら，９．３０事件とその後のスカルノ派将校の大幅なパージの
後，高級将校達は，再び軍事ドクトリンを策定するために集められた。そ
こでは，旧秩序の「行き過ぎ」の一掃と「新秩序」政府のための思想上の
基盤となるドクトリンを策定することが議論された。その結果，国軍が
｢軍隊」と「社会勢力」の両方の機能を持つという二重機能原則がさらに
強く打ち出された。そして，1966年８月，再びバンドンにおいて国軍の
セミナーが開催され，国軍の二重機能原則が正式に承認された。そして，
社会勢力としての国軍の活動は，思想，政治，社会，経済，文化あるいは
宗教などあらゆる分野にわたることとされた(57)。
おわりに
これまで，スハルト体制が出現する以前の国軍におけるイデオロギーや
ドクトリンの形成過程を見てきた。スハルト体制は，軍部主導の権威主義
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体制であると言われる。つまり，スハルト体制は，これらのイデオロギー
やドクトリンを受け継ぎ，体制の強化に役立てた。ロビソン（RRobison）
は，新秩序体制の政治構造を以下のように見なし，その顕著な特徴として，
軍部による権威主義的支配の構築と集権化，官僚による国家の私物化並び
に実質的な政策決定過程からの政党の排除を挙げている(58)。
･４５年憲法を保持して大統領に権力を集め，議会を諮問機関化
･立候補の制限，政党の禁止・統合・再編などによる選挙の国家統制
･軍事権力の国防治安省への集中。治安維持回復作戦司令部，特殊作戦
部などの超憲法機関を通じて強力な政治権力を軍部が支配
･軍人の国家官僚の要職への広範な進出
･国家を支援する諸政治経済利益集団の統合
･官僚による許認可，契約，融資割当などの権限の不法な行使を通じた
国家機構の私物化
･権威主義的支配正当化のイデオロギー上の基盤の確立
このような権威主義体制がもたらした負の側面は，大きいものがある。
すなわち，インドネシアにおいては，家産官僚制の伝統が色濃く残り，政
府機能の拡大にともなう行政権限と機構の拡大によって汚職の機会が不断
に提供され，大きな社会問題となっている(59)。特に，大量の援助資金の流
入と1967年の外資法制定以降本格化する外資ラッシュのもとで進められ
た経済開発において，国家資本が拡充された過程では，一部の高級官僚も
加えた将軍達と大物華人企業家ならびに進出外資系企業がさまざまな形で
癒着して特定受益層が形成され，軍・華・外の三者による経済的支配体制
の構築が進んだ。また，スハルトのファミリー・ビジネスへの批判が強まっ
ている(60)。インドネシアの政治・経済体制において，国軍の二重機能原則
が果している役割は，建前上のそれとはかなり変容してきたといえるであ
ろう。現代における国軍の二重機能原則の実態については，さらに別の研
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究によって解明が必要であると考えている。
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